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Ⅰ．はじめに
先の拙稿（2014b;2015）では，わが国上場企業の非製造業，わが国中小企業
の製造業に焦点を当てて検討したが，本稿では，資本金が５億未満のわが国
「中小企業における非製造業」の管理会計実践の実態に焦点をあてて検討する。
中小企業といってもその規模はまちまちであるが，本稿では資本金５億以上ま
たは負債総額 200 億以上の会社法の区分でいういわゆる大企業以外の企業のう
ち，従業員数が 100 名以上の比較的大規模な企業に焦点を当てて調査した。し
たがって本稿の分析対象には，零細事業者などは含まれていない。
本稿では，拙稿（2014a;2014b;2015）と同様に，わが国中小企業における「非
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製造業」の管理会計実践の実態を「利益計画」，「意思決定のための管理会計」，「原
価企画」，「原価管理」，「ABC/ABM」（活動基準原価計算，以下 ABCと略記），「実
体管理」，「組織管理のための管理会計」，「予算管理」，「MPC」（ミニ・プロフィ
トセンター，以下MPCと略記），「業績管理」，「BSC」（バランスド・スコアカー
ド，以下 BSCと略記）にわけて，経営戦略，マーケティング，意思決定，バリュー
チェーン，組織形態などとの関係とともに体系的に明らかにすることを目的と
する。その際，わが国「中小企業における非製造業」の管理会計手法について，
拙稿（2014b;2015）の上場企業の非製造業や中小企業の製造業と比較しながら
検討する。
本稿の構成は，第Ⅱ節において，質問票調査の概要と回答企業について述べ，
第Ⅲ節において，わが国中小企業における非製造業の管理会計手法の実態を概
観し，第Ⅳ節において，この度の回答企業における経営管理のコンテクストの
調査結果について記載し，第Ⅴ節においては，わが国中小企業における非製造
業の管理会計実践について，手法ごとにその経営管理実践との関係，他の手法
との関係を含めて考察する。第Ⅵ節においては，本稿をまとめたうえで今後の
課題を提示する。
Ⅱ．質問票調査の概要と回答企業
１．質問票調査の概要
本調査における調査対象企業は，金融業と保険業を除く従業員数 100 名以上
の非上場の企業（調査後 100 名未満になった企業も含む）で，資本金が５億円
未満の中小企業である。拙稿（2015）の上巻でも述べたように，該当する企業
は 8,027 社あったが，そのすべてに質問票を送付することは不可能であったた
め，都道府県ごとに存在する上記の条件に合致する企業数に比例するかたちで，
売上金額や総資産額ではなく，商用のデータベース内の「企業コード」から任
意にランダムサンプリングした 3,500 社に対して質問票を送付した。質問票は
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2014 年６月 31 日を回収期限として，2014 年６月１日に郵送を実施した。発送
先は各企業の経理部長宛てに郵送した。
回収期限後も含めた最終回収企業は301社（製造業118社，非製造業が183社）
で回収率は 8.6%であった。そのうち本稿では非製造業の 183 社について考察
の対象とする。
２．業種
今回のアンケート調査の回答企業の属する業種については，次表の通りである。
図表１：中小企業における非製造業の業種
発送 回収 回収率
情報・通信 199 18 9.05%
建設 237 29 12.24%
不動産 28 3 10.71%
卸・小売 759 52 6.85%
サービス 558 49 8.78%
陸運・海運・空運 264 13 4.92%
倉庫・運輸 130 18 13.85%
その他 12 1 8.33%
合計 2,187 183 8.37%
回収企業の業界分布について，発送企業の業界分布と適合していることをカ
イ二乗検定によって確認した結果，深刻な問題はない（χ２= 13.762，自由度
=7，p=.056 ）。ただ，これが存在する全企業の業界分布に一致する保証がない
ことは否めない。
なお，拙稿（2014b）の上場企業の非製造業とこの度の中小企業の非製造業の
規模および拙稿（2015）の中小企業の製造業の規模の相違は以下の通りである。
①売上規模
上場企業の非製造業，中小企業の非製造業，中小企業の製造業の売上規模に
ついては，次表のようになった。
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図表２：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の売上規模比較
　 上場企業（非）中小企業（非）中小企業（製）
100 億未満 27 127 87
100 億～ 300 億未満 25 44 24
300 億～ 500 億未満 16 6 3
500 億～ 1,000 億未満 16 2 3
1,000 億～ 2,000 億未満 7 1 　
2,000 億～ 3,000 億未満 3 　 　
3,000 億～ 10,000 億未満 8 　 　
10,000 億以上 2
売上規模について中小企業の非製造業と中小企業の製造業で差があるかどう
か（売上規模 500 億以上の企業は数か少ないためそれを除いて）カイ二乗検定
によって確認した結果，差はなかった（χ２= .662，自由度 =2，p=.718 ）。上
場企業の非製造業と中小企業の非製造業で差があるかどうか（売上規模 2,000
億以上の企業は数が少ないため対象外として）カイ二乗検定によって確認した
結果，当然のことながら差があった（χ２= 69.216，自由度 =4，p=.000 ）。
グラフについても示すと次のようになる。
図表３：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の売上規模比較（グラフ）
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②総資産規模
総資産規模については，次表のようになった。
図表４：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の総資産規模比較
上場企業（非）中小企業（非）中小企業（製）
100 億未満 26 146 94
100 億～ 300 億未満 35 27 22
300 億～ 500 億未満 14 3 　2
500 億～ 1,000 億未満 10 　
1,000 億～ 2,000 億未満 6 1
2,000 億～ 3,000 億未満 5 　 　
3,000 億～ 10,000 億未満 6 　 　
10,000 億以上 3
総資産規模について中小企業の非製造業と中小企業の製造業で差があるかど
うか（総資産規模 300 億以上の企業は数が少ないためそれを除いて）カイ二乗
検定によって確認した結果，差はなかった（χ２=.734，自由度 =1，p=.242 ）。
上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で差があるかどうか（総資産規模
1,000 億以上の企業は数が少ないためそれを除いて）カイ二乗検定によって確
認した結果，当然のことながら差があった（χ２= 80.923，自由度 =3，p=.000 ）。
③従業員規模
従業員規模については，次表のようになった。
図表５：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の従業員規模比較
　 上場企業（非）中小企業（非）中小企業（製）
500 人未満 53 155 104
500 人～ 1,000 人未満 23 17 9
1,000 人～ 2,000 人未満 7 7 4
2,000 人～ 3,000 人未満 6 　 　
3,000 人～ 4,000 人未満 3 2
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4,000 人～ 5,000 人未満 3 　 　
5,000 人以上 10
従業員規模について中小企業の非製造業と中小企業の製造業で差があるかど
うか（従業員数 2,000 人以上の企業は数が少ないためそれを除いて）カイ二乗
検定によって確認した結果，差はなかった（χ２= .813，自由度 =2，p=.666 ）。
上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で差があるかどうか（従業員数2,000
人以上の企業は数が少ないためそれを除いて）カイ二乗検定によって確認した
結果，当然のことながら差があった（χ２= 17.388，自由度 =2，p=.000 ）。
以上より中小企業の非製造業と中小企業の製造業には企業規模には差がない
が，上場企業の非製造業と中小企業の非製造業には当然，差があることになる。
それを前提にして，次節以降においては，わが国「中小企業における非製造業」
の管理会計手法について，拙稿（2014b;2015）の上場企業の非製造業や中小企
業の製造業と比較しながら検討する。
Ⅲ．わが国中小企業における非製造業の管理会計手法
１．わが国中小企業における非製造業の管理会計手法
わが国中小企業の非製造業の管理会計手法である利益計画，意思決定のための
管理会計，原価企画，原価管理，ABC/ABM，実体管理，予算管理，MPC，業績
管理，BSCの「行う」，「行わない」について尋ねた結果は次表のようになった。
図表６：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の各種管理会計手法
有無の比較
利益計画 意思決定
上場（非）中小（非）中小（製）上場（非）中小（非）中小（製）
行う 102（97.1%）166（90.7%）103（87.3%） 76（72.4%）112（61.2%） 85（72.0%）
行わない 3（2.9%） 17（9.3%） 15（12.7%） 29（27.6%） 71（38.8%） 33（28.0%）
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原価企画 原価管理
上場（非）中小（非）中小（製）上場（非）中小（非）中小（製）
行う 26（24.8%） 39（21.3%） 64（54.2%） 66（62.9%）118（64.5%）104（88.1%）
行わない 79（75.2%）144（78.7%） 54（45.8%） 39（37.1%） 65（35.5%） 14（11.9%）
ABC/ABM 実体管理
上場（非）中小（非）中小（製）上場（非）中小（非）中小（製）
行う 3（2.9%） 10（5.5%） 9（7.6%） 16（15.2%） 31（16.9%） 69（58.5%）
行わない 102（97.1%）173（94.5%）109（92.4%） 89（84.8%）152（83.1%） 46（39.0%）
予算管理 MPC
上場（非）中小（非）中小（製）上場（非）中小（非）中小（製）
行う 104（99.0%）147（80.3%） 96（81.4%） 7（6.7%） 16（8.7%） 6（5.1%）
行わない 1（1.0%） 36（19.7%） 22（18.6%） 98（93.3%）167（91.3%）112（94.9%）
業績管理 BSC
上場（非）中小（非）中小（製）上場（非）中小（非）中小（製）
行う 93（88.6%）159（86.9%） 98（83.1%） 7（6.7%） 17（9.3%） 5（4.2%）
行わない 12（11.4%） 24（13.1%） 20（16.9%） 98（93.3%）166（90.7%）113（95.8%）
わが国中小企業における非製造業においても，「利益計画」，「予算管理」，「業
績管理」については，上場企業ほどではないにしても多くの企業で行われてい
た。「意思決定のための管理会計」は 61.2%の企業で行なわれていたに過ぎず，
一般に考えられているよりは少ないのではないかと思われる。また，「原価管
理」については 64.5%の企業で行われて，「原価企画」は 21.3%の企業で行わ
れ，拙稿（2014b）の上場企業における非製造業とはそれほど変わらないものの，
拙稿（2015）の中小企業の製造業よりは少なかった。「実体管理」は管理会計
手法というわけではないが，対比のために尋ねたところ 16.9%であり，拙稿
（2014b）の上場企業における非製造業とはそれほど変わらないものの，拙稿
（2015）の中小企業の製造業と比べてやはり低かった。「予算管理」については，
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中小企業の製造業とはそれほどかわらないものの，上場企業の非製造業よりも
少なかった。さらに，これまで学会等で議論されてきた「ABC/ABM」や「MPC」，
「BSC」などはやはりほとんど採用がなかった。
＜中小企業の非製造業と中小企業の製造業の比較＞
各手法の「有無」については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業でｔ
検定を行った結果，「原価企画」，「原価管理」，「実体管理」の有無に差がみら
れた（5%水準，以下同様）。
中小企業の非製造業と中小企業の製造業ではやはり用いている手法に差があ
り，拙稿（2014a）の上場企業における製造業と拙稿（2014b）の上場企業に
おける非製造業の差と同様，「原価企画」や「原価管理」，「実体管理」に差があっ
た。
＜上場企業の非製造業と中小企業の非製造業の比較＞
また，上場企業の非製造業と中小企業の非製造業でｔ検定を行った結果，「利
益計画」，「予算管理」の有無に差がみられた。
上場企業の非製造業と中小企業の非製造業では，拙稿（2014a）の上場企業
における製造業と拙稿（2015）の中小企業における製造業の差と同様やはり「利
益計画」や「予算管理」の有無に差があるというのが，この度の調査の重要な
発見事項の１つである。ただ，第Ⅴ章以降で詳細にみる各管理会計手法全般に
は，拙稿（2014a）の上場企業の製造業と拙稿（2015）の中小企業の製造業で
みられたほどには差がみられなかった。
２．わが中小企業における非製造業の管理会計手法の管理会計業務に占める割合
わが国中小企業における非製造業の管理会計実務において，利益計画，意
思決定のための管理会計，原価企画，原価管理，実体管理，予算管理，MPC，
業績管理，BSCのそれぞれがどのくらいのウエイト，割合で行われているか
を７点リッカートスケールで調査した。その結果は，次表の通りである（「１
　非常に少ない」から「７　非常に多い」）。以下，有効回答数（N），平均（M），
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標準偏差（SD）の順に示すことにする。
図表７：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の各管理会計手法の
割合の比較
　 上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
　 N M SD N M SD N M SD
利益計画 101 5.18 1.30 165 5.13 1.37 103 4.92 1.36
意思決定 76 4.89 1.28 109 4.96 1.22 85 4.76 1.21
原価企画 25 3.84 1.55 38 4.40 1.50 63 4.32 1.48
原価管理 66 5.03 1.26 118 5.25 1.30 101 4.75 1.37
ABC/ABM 6 4.17 1.94 14 3.79 1.81 16 2.88 1.45
実体管理 14 4.57 1.74 28 4.39 0.88 67 4.73 1.26
予算管理 104 5.40 1.15 143 5.10 1.36 95 4.96 1.21
MPC 5 5.60 1.14 15 4.86 1.41 6 5.00 1.79
業績管理 91 5.08 1.19 149 4.95 1.31 97 4.88 1.26
BSC 6 3.17 1.72 16 3.31 1.62 4 4.75 2.22
中小企業における非製造業おいては，原価管理，利益計画，予算管理，意思
決定のための管理会計，業績管理などの順で管理会計業務のなかで占める「割
合」が多い。「利益計画」，「予算管理」，「業績管理」はもちろん「原価管理」が
かなり大きな「割合」で行われている。
「原価管理」や「原価企画」の実務に占める「割合」については中小企業に
おける非製造業という本稿のくくりでは，拙稿（2015）の中小企業における製
造業や拙稿（2014b）の上場企業における非製造業と比べてむしろ大きかった
ことが意外であった。
＜中小企業の非製造業と中小企業の製造業の比較＞
それを検証するために，各種手法の「割合」について，中小企業の非製造業
と中小企業の製造業で t検定を行った結果，やはり「原価管理」に差がみられた。
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図表８：ｔ検定（中小企業（非）と中小企業（製）の各管理会計手法の割合比較）
　 t値 自由度 有意確率（両側） 平均値の差
利益計画の割合 1.230 266.0 0.220 0.211
意思決定の管理会計の割合 1.130 192.0 0.260 0.199
原価企画の割合 0.253 99.0 0.801 0.077
原価管理の割合 2.771 217.0 0.006 0.502
実体管理の割合 -1.497 72.1 0.139 -0.338
予算管理の割合 0.852 236.0 0.395 0.147
業績管理の割合 0.455 244.0 0.649 0.077
中小企業の非製造業における「原価管理」の実務に占める「割合」，ウエイ
トの多さについては，今後の調査課題として重要になろう。
＜上場企業の非製造業と中小企業の非製造業の比較＞
ただ，上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったが，差が
みられなかった。非製造業における上場企業と中小企業では，製造業における
上場企業と中小企業でみられたような差はみられなかった。それは１つには製
造業におけるほど下請け・系列関係がないからかもしれない。
なお，これらの手法の「割合」相互の相関は，リッカートスケールで尋ね
たものなので，Spearmanの相関係数をとったところ，次表のように「利益
計画」と「予算管理」（r=.575，p<.01），「予算管理」と「業績管理」（r=.560，
p<.01）などには相関があり，「原価管理」と「利益計画」，「予算管理」，「業績
管理」（それぞれ r=.570，r=.468，r=.458，p<.01）にも相関がみられた。
図表９：各種管理会計手法の「割合」相互の相関
利益計画 意思決定 原価企画 原価管理 実体管理 予算管理
利益計画 1.000
意思決定 .341（**） 1.000
原価企画 .489（**） .243 1.000
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原価管理 .570（**） .349（**） .409（*） 1.000
実体管理 .305 .050 .568（*） .543（**） 1.000
予算管理 .575（**） .308（**） .180 .468（**） .357 1.000
業績管理 .547（**） .359（**） .430（*） .458（**） .061 .560（**）
*  相関は，5 % 水準で有意 （両側）
**  相関は，1 % 水準で有意（両側）
網掛部分は相関の高かったところ
「利益計画」，「予算管理」，「業績管理」は一体として行われ，企業によっては，
「原価管理」もこれらと一体的に行っているものと思われる。
３．各種手法の満足度
上記，各種手法を用いている企業にその「満足度」ないし効果について尋ね
た結果は，次表のようになった（「１　非常に不満」から「７　非常に満足」）。
図表 10：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の各管理会計手法
の満足度比較
　 上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
　 N M SD N M SD N M SD
利益計画 101 4.44 1.06 165 4.56 1.10 101 4.30 1.14
意思決定 76 4.53 1.16 109 4.65 1.04 85 4.34 1.17
原価企画 21 4.52 1.17 38 4.47 0.92 62 4.35 1.15
原価管理 55 4.31 1.07 111 4.49 1.18 98 4.13 1.13
ABC/ABM 5 5.00 1.58 10 4.20 1.75 9 3.89 0.93
予算管理 101 4.61 1.06 138 4.63 1.03 90 4.59 0.99
MPC 7 4.71 0.76 16 4.31 0.95 6 4.33 1.75
業績管理 92 4.50 0.92 156 4.65 0.91 98 4.46 1.04
BSC 7 4.14 0.69 16 4.13 1.45 5 4.20 1.48
満足度については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業，上場企業の非
製造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったが，中小企業の非製造業と中小
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企業の製造業の「原価管理」で差がみられたものの，それ以外には差がみられ
なかった。回答企業は，採用している手法に関しては，ほぼ同じ評価を示して
いるないし同じような評価を下すからその手法を用いていると考えられる。
Ⅳ．回答企業における経営管理のコンテクスト
回答企業における経営管理のコンテクストとして，本稿では，現実の実務の
なかで用いられる概念でもある「業界構造の 5つの力」，「経営戦略」，「マーケ
ティング」，「意思決定」，「バリューチェーン」，「組織形態」に着目し調査した。
１．業界構造の 5つの力
業界構造の 5つの力については，７点リッカートスケールで尋ねたところ，
「業界内の競争」（5.62），「買手の競争力」（4.76）が強く，「売り手の競争力」（4.53），
「代替品・サービスの脅威」（4.22），「新規参入の脅威」（4.01）の順になった。
以下，有効回答数（N），平均（M），標準偏差（SD）の順に示すことにする。
図表 11：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の業界構造の５つ
の力比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
新規参入の脅威 77 4.14 1.51 123 4.01 1.60 89 3.65 1.55
買手の競争力 78 4.88 1.14 131 4.76 1.29 90 5.00 1.23
売手の競争力 75 4.73 1.15 128 4.53 1.42 90 4.36 1.33
業界内の競争 95 5.39 1.17 161 5.62 1.07 108 5.40 1.23
代替品・サービスの脅威 77 4.21 1.37 119 4.22 1.44 83 4.23 1.43
「５つの力」については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業，上場企
業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行った結果，この度の調査では，
とくに差がみられなかった（５％水準，以下同様）。
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２．経営戦略
①全社戦略と事業戦略
全社戦略と事業戦略のウエイトでは，中小企業の非製造業においても，「全
社戦略」（4.44）よりも「事業戦略」（5.14）にウエイトをおいている企業のほ
うが多かった。
図表 12：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の全社戦略と事業
戦略の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
全社戦略 103 4.77 1.41 177 4.44 1.49 116 4.38 1.48
事業戦略 101 5.26 1.22 180 5.14 1.29 117 5.04 1.26
中小企業の非製造業と中小企業の製造業，上場企業の非製造業と中小企業の
非製造業で t検定を行ったが，とくに差はみられなかった。
②事業拡大戦略
事業を拡大するための戦略についても，もちろん企業独自の色彩が強いと思
われるが，この度の非製造業の調査では，「市場浸透戦略」（5.21），「新市場開
拓戦略」（4.57），「新製品開発戦略」（3.74）の重視度が大きく，「多角化戦略」（3.63）
の順となった。
図表 13：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の事業拡大戦略の
比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
市場浸透戦略 86 5.13 1.21 159 5.21 1.32 102 4.98 1.36
新市場開拓戦略 90 4.84 1.37 144 4.57 1.48 96 4.56 1.43
新製品開発戦略 92 5.47 1.21 135 3.74 1.76 102 4.94 1.46
多角化戦略 78 3.44 1.40 131 3.63 1.69 87 3.28 1.52
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「事業拡大戦略」については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業，上
場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行った結果，この度の調査
では，「新製品開発戦略」の重視度に差がみられた。表の網掛部分は t検定で
差がでた部分である（以下，同様）。
③競争戦略
事業レベルの競争戦略では，「差別化戦略」（5.06）の重視度が最も大きく，「集
中戦略」（4.81），「コスト・リーダーシップ戦略」（3.95）をとる企業がそれに続く。
図表 14：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の競争戦略の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
コスト・リーダーシップ 85 4.40 1.41 140 3.95 1.47 94 4.67 1.63
差別化戦略 91 5.48 1.34 154 5.06 1.39 100 5.06 1.4
集中戦略 85 4.96 1.24 146 4.81 1.30 92 4.33 1.42
「競争戦略」については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業で t検定
を行った結果，この度の調査では，「コスト・リーダーシップ戦略」と「集中
戦略」の重視度に差がみられた。
上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行った結果，この度の
調査では，「コスト・リーダーシップ戦略」と「差別化戦略」の重視度に差が
みられた。
３．マーケティング戦略
マーケティングのいわゆる４P戦略については，本稿では非製造業を対象に
していることもあり，「価格戦略」（4.79），「製品戦略」（4.66）の重視度が最
も大きく，次いで「プロモーション戦略」，（4.34）「流通戦略」（3.93）の順であっ
た。
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図表 15：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）のマーケティング
の４Ｐ戦略の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
製品戦略 96 5.01 1.26 158 4.66 1.48 108 5.16 1.16
価格戦略 97 5.07 1.13 164 4.79 1.40 109 5.16 1.38
流通戦略 93 4.28 1.38 145 3.93 1.47 99 3.85 1.27
プロモーション戦略 93 4.60 1.34 155 4.34 1.42 96 3.76 1.35
「マーケティング戦略」については，中小企業の非製造業と中小企業の製造
業で t検定を行った結果，この度の調査では，「製品戦略」と「価格戦略」，「プ
ロモーション戦略」の重視度に差がみられた。上場企業の非製造業と中小企業
の非製造業で t検定を行った結果は，とくに差はみられなかった。
４．意思決定
意思決定については，短期的意思決定（5.33）のほうが多く，長期的意思決
定（4.63）はそれよりも低かった。
図表 16：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の意思決定の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
短期的意思決定 77 5.32 1.17 107 5.33 1.10 81 5.19 1.10
長期的意思決定 76 4.46 1.35 106 4.63 1.26 82 4.49 1.20
 「意思決定」については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業，上場企
業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったが，差がみられなかった。
①短期的意思決定
意思決定について，短期的意思決定の割合は「非常に多い」が 14.0%で，「か
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なり多い」29.9%，「やや多い」37.4%，「どちらともいえない」15.0%であった。
Krasukal Wallisの検定を行ったところ，「組織形態」（職能別組織か事業（本）
部制）によって短期的意思決定に差がみられた。
②長期的意思決定	
長期的意思決定は，「非常に多い」5.7%，「かなり多い」17.9%，「やや多い」
34.0%，「どちらともいえない」26.4%の順であり，「やや少ない」9.4%，「か
なり少ない」5.7%で，短期的意思決定のほうが相対的に多いようであった。
５．バリューチェーン
バリューチェーンについては，本稿では非製造業を対象にしていることもあ
り，「サービス」（5.30），「販売・マーケティング」（4.76），「調達活動」（4.50），「購
買物流」（4.12），「出荷物流」（4.04），「技術開発」（3.96），「製造」（3.60）の
重視度が大きい傾向があり，当然のことながら製造業とはかなり様子が異なっ
ていた。
図表 17：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）のバリューチェー
ンの比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
購買物流 70 4.51 1.61 113 4.12 1.59 84 4.81 1.30
製造 61 4.03 1.85 113 3.60 1.88 103 5.68 1.22
出荷物流 66 4.20 1.68 114 4.04 1.73 85 4.58 1.29
販売・マーケティング 77 5.27 1.05 128 4.76 1.38 85 4.58 1.44
サービス 72 5.38 1.05 138 5.30 1.28 80 4.3 1.34
調達活動 66 4.41 1.48 121 4.50 1.43 86 4.77 1.41
技術開発 68 4.44 1.54 119 3.96 1.76 84 5.01 1.43
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人事・労務管理 71 4.51 1.18 128 4.73 1.43 84 4.35 1.40
全般管理 64 4.69 0.92 118 4.60 1.15 77 4.29 1.07
「バリューチェーン」については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業
で t検定を行った結果，この度の調査では，「購買物流」と「出荷物流」，「製
造」，「サービス」，「技術開発」などの重視度に差がみられた。上場企業の非製
造業と中小企業の非製造業で t検定を行った結果は，「販売・マーケティング」
にのみ差がみられた。
６．組織形態
組織形態については，「職能（機能）別組織」が 22.1%，「事業部ないし事
業本部制」が 60.8%であった。ほとんどの企業が事業部制ないし事業本部制，
そして職能別組織の形態をとっていた。それ以外は次図のようになった。図の
一番内側が上場企業の非製造業であり，中央が中小企業の非製造業，一番外側
が中小企業の製造業である（以下同じ）。
図表 18：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の組織形態の比較
 
「組織形態」については，中小企業の製造業では圧倒的に職能別組織が多かっ
たが，上場企業の非製造業と中小企業の非製造業の比較では職能別組織と事業
（本）部制組織にそれほど差はみられなかった。中小企業の非製造業には職能
別組織ではなく事業（本）部制が多いのが意外であった。
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以上を踏まえて，次節において，わが国中小企業における非製造業の管理会
計実践の実態について，手法ごとに考察する。
Ⅴ．わが国中小企業における非製造業の管理会計実践の実態
１．利益計画
利益計画の利用は前々節でみたように 90.7%で，上場企業ほどでないにして
も多かった。利益計画の管理会計実務に占める割合は，「非常に多い」15.8%，「か
なり多い」30.3%，「やや多い」22.4%で，かなり多用されていた。
利益計画と経営計画との関係については，「非常に強い」19.5%，「かなり強い」
31.7%，「やや強い」28.0%で，これだけで多くを占める。利益計画はやはり経
営計画をもとに行われている。
①利益計画の範囲
利益計画について，まずはその範囲について尋ねたところ，「会社全体以
外に事業部門ごと」66.1%，「会社全体以外に事業部門および製品種類ごと」
17.6%，「会社全体」13.9%，「会社全体以外に製品種類ごと」2.4%の順であった。
図の内側が上場企業の非製造業，中央が中小企業の非製造業，外側が中小企業
の製造業である（以下，同じ）。
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図表 19：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の利益計画の範囲
の比較
 
上場企業の非製造業，中小企業の非製造業は，「会社全体以外に事業部門ごと」
に利益計画を行う企業が多く，「会社全体以外に製品種類ごと」に利益計画を
行うのは，製造業のほうが多かった。
②利益計画の手法
利益計画の手法については，先行研究（吉田他，2012）を参考にして，その
利用割合を７点リッカートスケール（「１　全く利用していない」から「７　
非常に利用している」）で調査した。
次表に示すとおり，「見積財務諸表」と「原価企画」が共に（4.86），「SWOT
分析」（3.96），「CVP分析」（3.95），「製品ポートフォリオ」（3.43）の順に多
用されていた。以下，有効回答数（Ｎ），平均（Ｍ），標準偏差（ＳＤ）の順に
示すことにする。
図表 20：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の利益計画の手法
の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
見積財務諸表 85 5.02 1.30 127 4.86 1.52 77 4.70 1.67
CVP分析 62 4.18 1.54 108 3.95 1.84 68 4.35 1.67
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原価企画 79 4.67 1.32 139 4.86 1.66 88 5.15 1.44
SWOT分析 60 4.05 1.45 111 3.96 1.62 65 3.62 1.66
製品ポートフォリオ 60 4.02 1.48 102 3.43 1.53 64 3.52 1.52
＜中小企業の非製造業と中小企業の製造業＞
利益計画の手法については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業で t検
定を行ったが，差がみられなかった（５％水準，以下同様）。
＜上場企業の非製造業と中小企業の非製造業の比較＞
上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行った結果，「製品ポー
トフォリオ」の重視度には差がみられた。表の網掛部分は t検定で差がでた部
分である（以下，同様）。
「業種」（すなわち，卸・小売業，建設業，情報・通信業，運輸業などのいず
れか）との関係では，Krasukal Wallisの検定を行ったところ，利益計画の手
法としての「原価企画」の重視度に差がみられた。
③CVP分析
また CVP分析の利用目的について，先行研究（吉田他，2012）を参考にして，
７点リッカートスケール（「１　全くあてはまらない」から「７　非常にあて
はまる」）で調査した。
その結果，CVP分析の利用目的は，「利益計画の立案」（5.21），「利益計画
の決定」（5.20），「企画・計画段階での損益分析」（5.13），「月次・週次の実績
分析・評価」（3.46）の順であった。
CVP分析の目的については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業，上
場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったが，差がみられな
かった。
２．意思決定のための管理会計
意思決定のための管理会計は，61.5%の企業で行われていた。意思決定のた
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めの管理会計情報の利用割合は，「非常に多い」9.2%，「かなり多い」24.8%，「や
や多い」33.9%で，一般に考えられているほどではないと思われる。
意思決定のための管理会計の手法は，「経営分析」（5.30），「直接原価計算」
（4.81），「CVP・損益分岐点分析」（4.63），「設備投資の経済計算」（4.10），「差
額原価収益分析」（3.46）の順で用いられていた。
図表 21：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の意思決定の管理
会計の手法の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
経営分析 65 5.15 0.80 93 5.30 1.20 71 5.04 1.34
直接原価計算 50 4.42 1.58 78 4.81 1.71 75 5.17 1.46
CVP・損益分岐点分析 48 4.73 1.30 67 4.63 1.72 64 4.59 1.51
差額原価収益分析 44 3.61 1.70 57 3.46 1.80 60 3.45 1.52
設備投資の経済計算 50 4.04 1.76 62 4.10 1.53 62 4.37 1.65
ABC/ABM 38 3.08 1.70 54 3.06 1.57 56 2.77 1.54
直接原価計算の重視度については，中小企業の非製造業は上場企業の非製造
業よりも大きいのが意外であった。
意思決定のための管理会計の手法については，中小企業の非製造業と中小企
業の製造業，上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったが，
差がでなかった。
「業種」（すなわち，卸・小売業，建設業，情報・通信業，運輸業などのいず
れか）との関係では，Krasukal Wallisの検定を行ったところ，「直接原価計算」
に差がみられた。直接原価計算については，未解明な点がさまざま見られ，今
後の研究課題として重要である。
３．原価企画
原価企画については，前々節でみたように，利用企業は 39 社の 21.3%であっ
た。拙稿（2014b）の上場企業の非製造業の調査では，原価企画の利用企業は
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24.8%であり，本調査はこれよりもさらに低かった。
原価企画の管理会計実務で占める割合は，「非常に多い」5.3%，「かなり多い」
が 23.7%で，「やや多い」21.1%，「どちらともいえない」18.4%であった。非
製造業の原価企画については，採用率が少なかったため，推測統計による解析
は行えなかったが，回収できたサンプルの記述統計は示すことにする。
①原価企画の実施状況
原価企画の実施状況については，導入時期は考慮せず，現状について尋ねた
ところ，「組織的・全社的に実施」56.4%，次いで「プロジェクト方式で臨時
的に実施」28.2%，「組織的に実施している事業所がある」が15.4%の順であった。
上場企業の非製造業，中小企業の非製造業，中小企業の製造業ともそれほど
相違はなかった。
②原価企画の推進部門
原価企画の推進部門については，「事業（本）部内」（39.1%），「本社機構内
組織」（23.9%），「企画管理部」と「プロジェクトチームや委員会」が共に（13.0%）
などの順であった。上場企業の非製造業や中小企業の製造業とそれほど変わら
ない様子であった。
③目標原価の設定方法
目標原価の設定方法について，本調査では，導入期，成長・成熟期などの区
分を設けずに全体としての状況を尋ねたところ，「積上法」（5.29）が最も多く，
「折衷法」（4.38），「控除法」（4.00）の順となった。
図表 22：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の原価企画におけ
る目標原価の設定方法
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
積上法 19 5.37 1.38 28 5.29 0.94 53 5.36 1.19
控除法 13 3.54 1.61 23 4.00 1.28 36 4.36 1.68
折衷法 17 3.76 1.48 24 4.38 1.17 37 4.38 1.69
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原価企画の目標原価設定方法については，中小企業の非製造業と中小企業の
製造業，上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったが，とく
に差がみられなかった。
④目標原価の達成手段
目標原価の達成手段について 7点リカートスケールで尋ねた。目標原価の達
成手段としては，中小企業の非製造業では「部品の共通・標準化」（4.73），「VE」
（4.38），「VA」と「構想段階でのティアダウン」が共に（4.27）の順となった。
図表 23：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の原価企画におけ
る目標原価の達成手段
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
VA 16 4.19 1.22 22 4.27 1.67 49 4.65 1.41
VE 18 4.67 1.50 26 4.38 1.60 47 4.60 1.44
IE 15 3.93 1.22 16 4.00 1.55 37 3.97 1.74
構想段階でのティアダウン 18 4.06 1.21 22 4.27 1.49 39 3.72 1.34
部品の共通・標準化 16 3.81 1.22 22 4.73 1.39 42 4.31 1.47
目標原価の達成手段については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業で
t検定を行ったが，差がなかった。上場企業の非製造業と中小企業の非製造業
で t検定を行った結果は，「部品の共通・標準化」に差がみられたのみである。
ただ，非製造業の原価企画については，筆者が訪問調査した企業のなかでも，
上記の目標原価達成手段とは全く異なる手段をとる業界・業種の企業もあり，
さらなる調査が不可欠であろう。
⑤原価企画の機能
さらに原価企画の機能について，７点リッカートスケール（「１　全くあて
はまらない」から「７　非常にあてはまる」）で調査した。その結果，次表に
示すとおり，「要求品質・機能の実現」（5.32），「原価低減」（5.10），「製品コ
ンセプトの実現」（5.03）の順であった。
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図表 24：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の原価企画の機能
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
原価低減 25 5.40 1.32 39 5.10 0.99 60 5.37 1.18
要求品質・機能の実現 80 5.04 1.02 34 5.32 0.88 55 5.38 1.13
製品コンセプトの実現 22 4.77 1.19 29 5.03 1.09 54 4.69 1.31
原価企画の機能については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業，上場
企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったが，差がなかった。
⑥原価企画の逆機能
さらに原価企画の逆機能について，先行研究である吉田他（2012）を参考に
して，７点リッカートスケール（「１　全くあてはまらない」から「７　非常
にあてはまる」）で調査した。その結果，「激しい原価低減要求による設計担当
者の疲弊」（4.26），「組織内のコンフリクト」（4.17），「激しい原価低減要求に
よるサプライヤーの疲弊」（3.97），「行過ぎた顧客指向」（3.79），「原価目標優
先による品質低下」（3.71）の順であった。
原価企画の逆機能については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業，上
場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったが，差がなかった。
原価企画については，非製造業は当然のことながら製造業よりも使用率が少
く，中小企業は上場企業よりも使用率が少なかったが，目標原価設定方法や目
標原価の達成手段そのものにはそれほど差はみられなかった。
４．原価管理
原価管理について，まず利用企業は，前々節でみたように 64.5%であった。
原価管理は，「非常に多い」19.5%，「かなり多い」22.9%，「やや多い」35.6%であっ
た。
①原価対象
まずは原価管理の対象について尋ねたところ，非製造業では「労務費」（5.82）
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の重視度が最も高く，次いで「経費」（5.39），「製造原価」（5.31），「材料費」（5.26），
「製造間接費」（4.59）の順であり，当然のことながら製造業とはかなり様子が
異なっていた。
図表 25：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の原価管理におけ
る原価対象の重視度
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
製造原価 55 5.60 1.20 94 5.31 1.61 99 5.98 0.84
材料費 50 5.14 1.53 84 5.26 1.63 92 5.87 0.89
労務費 57 5.65 1.11 97 5.82 1.16 94 5.77 0.97
経費 53 5.58 1.06 94 5.39 1.17 89 5.55 0.97
製造間接費 49 4.96 1.35 82 4.59 1.54 87 5.3 0.97
販売費 53 5.15 1.29 83 5.27 1.15 86 4.98 1.24
一般管理費 52 5.13 1.21 87 5.26 1.21 88 5.05 1.11
＜中小企業の非製造業と中小企業の製造業の比較＞
原価対象については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業で t検定を
行ったところ，「製造原価」，「材料費」，「製造間接費」に差がみられた。拙稿
（2014a）の上場企業における製造業と拙稿（2014b）の上場企業における非製
造業の差と似通っていた。
図表 26：ｔ検定（中小企業（非），中小企業（製）の原価対象の比較）
t値 自由度 有意確率（両側） 平均値の差
製造原価 -3.605 139.2 0.000 -0.671
材料費 -3.029 126.1 0.003 -0.608
労務費 0.379 189.0 0.705 0.059
経費 -0.989 181.0 0.324 -0.157
製造間接費 -3.585 134.8 0.000 -0.713
販売費 1.569 167.0 0.118 0.288
一般管理費 1.248 173.0 0.214 0.219
241
－26 （　  ）－
＜上場企業の非製造業と中小企業の非製造業の比較＞
また，上場企業の非製造業と中小企業の非製造業については，t検定を行っ
たが，差はみられなかった。
Krasukal Wallisの検定を実施したところ，「業種」（すなわち，卸・小売業，
建設業，情報・通信業，運輸業などのいずれか）によって「労務費」，「経費」
の重視度に差がみられた。
②原価管理の手法
原価管理の手法について，その重視度を７点リカートスケールで尋ねたとこ
ろ，伝統的な原価計算手法の「実際原価計算」（5.40），「直接原価計算」（4.93），
「CVP・損益分岐点分析」（4.23），「標準原価計算」（4.03）の重視度はやや高
く，わが国独自の原価管理手法といわれる「原価企画」は（3.48）であった。
「品質原価計算」（3.19），「ABC/ABM」（3.17），「ライフサイクルコスティング」
（3.15），「特殊原価調査」（3.09）などはあまり重視されていなかった。
図表 27：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の原価管理の手法
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
実際原価計算 55 5.62 0.91 101 5.40 1.48 79 5.53 1.2
標準原価計算 28 4.18 1.63 61 4.03 1.62 74 5.14 1.61
直接原価計算 33 4.85 1.68 71 4.93 1.62 68 4.66 1.59
CVP分析，損益分岐点分析 32 4.44 1.11 66 4.23 1.58 62 4.24 1.55
原価企画 29 3.83 1.61 56 3.48 1.61 60 3.42 1.72
特殊原価調査 23 3.17 1.40 53 3.09 1.43 53 2.91 1.62
ABC／ ABM 24 3.17 1.58 52 3.17 1.54 52 2.77 1.64
ライフサイクルコスティング 23 3.30 1.40 53 3.15 1.54 53 2.75 1.45
品質原価計算 23 3.48 1.53 52 3.19 1.47 54 2.91 1.47
＜中小企業の非製造業と中小企業の製造業の比較＞
原価管理の手法については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業で t検
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定を行った結果，「標準原価計算」に差がみられた。これはやはり製造業で重
視されているようである。上場企業における製造業と非製造業の差と似通って
いた。
図表 28：ｔ検定（中小企業（非），中小企業（製）の原価管理の手法）
t値 自由度 有意確率（両側）平均値の差
実際原価計算 -0.661 178.0 0.509 -0.136
標準原価計算 -3.949 133.0 0.000 -1.102
直接原価計算 0.985 137.0 0.326 0.268
CVP分析・損益分岐点分析 -0.053 126.0 0.958 -0.015
原価企画 0.211 114.0 0.833 0.065
特殊原価調査 0.635 102.4 0.527 0.189
ABC/ABM 1.293 102.0 0.199 0.404
ライフサイクルコスティング 1.364 104.0 0.176 0.396
品質原価計算 0.998 104.0 0.321 0.285
＜上場企業の非製造業と中小企業の非製造業の比較＞
また，上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったところ，
差はみられなかった。非製造業における上場企業と中小企業では，拙稿（2014a）
の上場企業における製造業と拙稿（2015）の中小企業における製造業でみられ
たような差はみられなかった。それは１つには製造業におけるほど下請け・系
列関係がないからであろう。
  こうした原価管理の手法は，Krasukal Wallisの検定を行なったところ，「業
種」（すなわち，卸・小売業，建設業，情報・通信業，運輸業などのいずれか）
によって「実際原価計算」，「直接原価計算」の重視度に差がでた。
次にそれぞれの原価計算手法の利用目的について，複数回答可で尋ねた結果
についてみてみる。
a. 実際原価計算の目的
実際原価計算の目的としては，「利益管理」（30.5%），「財務諸表作成」（25.5%），
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「原価管理」（23.2%），「経営計画策定」（10.9%），「意思決定」（10.0%）の順で，
この度のデータでは，拙稿（2014b，2015）の上場企業の非製造業や中小企業
の製造業とそれほど変わらなかった。
b. 標準原価計算の目的
標準原価計算の目的としては，複数回答可で尋ねたところ，「予算編成・統
制」（34.9%），「製品原価算定」（33.3%），「原価統制」（23.8%），「記帳の簡略化・
迅速化」（7.9%）の順であり，非製造業では，製品原価算定目的は小さく，「原
価統制」や「予算編成・統制目的」が大きいのが特徴であった。
図表 29：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の標準原価計算の
比較
c. 直接原価計算
直接原価計算の利用目的としては，「利益計画」（43.0%），「原価管理」（33.3%），
「経営意思決定」（23.7%）の順であり，製造業よりも「利益計画への利用」が多い。
図表 30：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の直接原価計算の
比較
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なお，直接原価計算のための「固変分解」については，「勘定科目法」（93.1%）
がほとんどで，それ以外に「散布図法」（3.4%），「最小二乗法」や「高低点法」
（共に 1.7%）なども皆無ではなかった。
d. 特殊原価調査
特殊原価調査といわれる短期的な意思決定の方法は，「受注か否か」（31.8%），
「販売価格の決定」（27.3%），「自制か購入か」（13.6%）などの順で用いられて
いた。上場企業の非製造業と比べると「自制か購入か」が少ないが，上場企業
よりも製造機能をもたない企業が多いからではないかと考えられる。
図表 31：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の特殊原価調査の
比較
③原価管理の問題点
原価管理上の問題点としては，先行研究（高橋，2004）を参考にして，７点リッ
カートスケールで尋ねたところ，「タイムリーな情報が提供できない」（4.20），
「原価意識が低い」（4.04），「管理基準が設定できていない」（3.90），「責任と
権限の明確化ができていない」（3.83），「計算制度・報告制度が整っていない」
（3.60）の順で，これらは互いに強い相関をもっていた。
図表 32：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の原価管理の問題
点の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
タイムリーな提供ができない 53 4.06 1.69 95 4.20 1.70 85 4.69 1.43
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原価意識が低い 53 3.66 1.64 98 4.04 1.64 88 4.51 1.56
管理基準が設定できない 51 3.69 1.56 89 3.90 1.55 83 4.42 1.33
計算制度・報告制度が整っていない 52 3.25 1.38 90 3.60 1.69 83 4.23 1.36
責任と権限の明確化がない 51 3.43 1.59 88 3.83 1.69 81 4.44 1.47
＜中小企業の非製造業と中小企業の製造業の比較＞
原価管理の問題点については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業で t
検定を行ったところ，「タイムリーな提供ができない」，「責任と権限の明確化
ができていない」，「管理基準が設定できていない」，「計算制度・報告制度が整っ
ていない」など多くに差がみられた。
図表 33：ｔ検定（中小企業（非），中小企業（製）の原価管理の問題点の比較）
t値 自由度 有意確率（両側）平均値の差
タイムリーな提供ができない -2.097 178.0 0.0374 -0.4941
原価意識が低い -1.997 184.0 0.0473 -0.4705
管理基準が設定できない -2.367 170.0 0.0191 -0.5228
計算制度・報告制度が整っていない -2.704 168.2 0.0076 -0.6289
責任と権限の明確化がない -2.517 167.0 0.0128 -0.6149
原価管理の問題点はやはり中小企業の製造業により多くみられるようであった。
＜上場企業の非製造業と中小企業の非製造業の比較＞
しかし，上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったが，差
はみられなかった。
④製造間接費の配賦
製造間接費を配賦する企業は次図に示すように 63.1%に過ぎず，「なし（配
賦はしていない）」が（36.9%）にのぼった。配賦計算実施企業で配賦する配賦
基準は，製造間接費の内容により配賦基準を変更する「複数配賦基準」（32.0%），
生産量，直接費，機械運転時間などの「操業度基準」（26.2%）などの順であり，
上場企業の非製造業に比べて，配賦をしていない企業も多かった。図の一番内
側が上場企業の非製造業であり，中央が中小企業の非製造業，一番外側が中小
企業の製造業である（以下同じ）
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図表 34：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の製造間接費の配
賦の比較
５．ABC/ABM
ABCは採用企業が 10 社の 5.5%とそもそも低いが，その内訳は「非常に多い」
7.1%，「かなり多い」7.1%，「やや多い」21.4%，「どちらともいえない」28.6%
であった。
ABCについては，サンプル数が非常に少ないので，推測統計による解析は
行えず，記述統計についても省略する。
６．実体管理
実体管理を行う企業は 31 社の 16.9%であった。実体管理の管理会計業務の
なかで占める割合は，「非常に多い」がなく，「かなり多い」10.7%，「やや多い」
32.1%，「どちらともいえない」42.9%であった。中小企業における非製造業の
実体管理については，回収できたサンプルの記述統計は示したが，採用率が少
なかったため，推測統計による解析は行えなかった。
実体管理の手法で多用されていたのは，「QCサークル」（5.10），「方針管理」
（4.93），「TQC」（4.61）,「TQM」（4.32）,「JIT」（4.21），「TPM」（4.15）,「シッ
クスシグマ」（4.07）の順であった。
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図表 35：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の実体管理の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
JIT 8 2.88 1.46 14 4.21 1.76 46 4.87 2.08
TQC 12 4.67 1.92 18 4.61 1.04 41 4.56 1.76
TQM 12 3.83 2.12 19 4.32 1.29 39 4.59 1.8
QCサークル 12 3.58 1.98 21 5.10 1.04 54 5.02 1.32
TPM 9 2.22 1.30 13 4.15 1.52 40 4.2 1.87
シックスシグマ 9 2.11 1.36 15 4.07 1.44 36 3.25 2.05
方針管理 10 3.90 2.23 14 4.93 1.33 46 5.43 1.39
全般的に実体管理の手法については中小企業のほうが重視されているようで
あった。
７．組織管理のための管理会計
組織形態については，前節でみたように，事業（本）部制や職能別組織をは
じめとする形態があるが，これらはどのように管理されているのかについて調
査した。
①部門単位での経理担当者の有無
まず，部門単位での経理担当者の有無については，次の表のようになり，中
小企業の非製造業はやはり上場企業の非製造業に比べて低かったが，中小企業
の製造業よりも多かった。
図表 36：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の部門単位での経
理担当者の有無の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
有効回答 ﾊﾟｰｾﾝﾄ（％） 有効回答 ﾊﾟｰｾﾝﾄ（％） 有効回答 ﾊﾟｰｾﾝﾄ（％）
あり 25 24.75 35 19.2 18 15.7
なし 76 75.25 147 80.8 97 84.3
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部門単位での経理担当者の有無によって，管理会計手法の「割合」，「満足度」
が異なるか，Krasukal Wallisの検定を行ったところ，「業績管理」の「割合」，
「満足度」で差がでた。
②管理責任単位
次に組織管理のための管理責任単位については，次の図のように，「プロ
フィット・センター」34.1%，「コスト・センター」23.0%，「レベニュ ・ーセンター」
14.3%，「コスト・センターとプロフィト・センター」10.3%の順で管理してい
る企業が多かった。上場企業，中小企業とも非製造業はコスト・センターが比
較的少なく，プロフィット・センターがやや多い。
図表 37：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の管理責任単位の
比較
 
③管理責任単位の帳票
管理責任単位で作成している帳票としては，「事業部損益計算書のみ作成」
している企業が大半の 78.0%であり，「事業部損益計算書と事業部貸借対照表」
（13.8%），「事業部損益計算書と事業部貸借対照表，事業部キャッシュフロー
計算書」（4.6%）の順であった。拙稿（2014b;2015）の上場企業の非製造業，
中小企業の製造業と同じ傾向であった。
④組織管理のための管理会計の制度
組織管理のための管理会計の制度については，「本社費の配賦」（5.07），「社
249
－34 （　  ）－
内振替価格の設定」（4.23），「社内金利制度」（2.85）の順で，拙稿（2014b;2015）
の上場企業の非製造業，中小企業の製造業と同じ順序であった。ただ，これら
は有効回答数も少なく，「本社費の配賦」を除いて，それほど機能していない
のかもしれない。
図表 38：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の組織管理のため
の管理会計制度の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
社内金利制度 39 3.62 2.10 60 2.85 1.96 35 2.34 1.75
社内資本金制度 33 2.15 1.66 54 1.96 1.35 31 1.81 1.19
社内振替価格の設定 40 4.28 1.85 70 4.23 1.96 41 4.02 1.96
本社費の配賦 66 5.20 1.30 113 5.07 1.49 51 4.41 1.63
＜中小企業の非製造業と中小企業の製造業の比較＞
組織管理のための管理会計の制度については，中小企業の非製造業と中小企
業の製造業で t検定を行った結果，「本社費の配賦」に差がみられた。
＜上場企業の非製造業と中小企業の非製造業の比較＞
上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行った結果は，差がみ
られなかった。この度の調査では，第Ⅳ節でみたように上場企業の非製造業と
中小企業の非製造業で組織形態にそれほど差がなかったためであると考えられ
る。
また，これらの制度は，Krasukal Wallisの検定を行ったところ，「企業規模」
（売上規模）によって，「本社費の配賦」の機能している度合に差がみられた。
８．予算管理
予算管理を行う企業は前々節でみたように 80.3%にのぼる。また予算管理
の割合は「非常に多い」11.9%，「かなり多い」32.9%，「やや多い」27.3%で，
管理会計実務のなかで多くを占めている。
予算管理と短期利益計画との関係は，「非常に強い」20.4%，「かなり強い」
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43.1%，「やや強い」23.4%で短期利益計画との関係はかなり強いようである。中・
長期利益計画との関係は，「非常に強い」8.3%，「やや強い」38.3%，「かなり強い」
22.6%で，短期利益計画ほどではないにしても強い。
①予算の編成方針
予算管理について，まず予算編成方針を調査した。予算編成方針は，「予算
事務が原案を作成し，トップが承認」36.0%，「上位部門が原案を提示し，予
算事務が調整の後，トップが承認」28.1%，「トップが方針を提示し，予算事
務が具体案を作成」24.5%で，この度のデータでは，拙稿（2014b;2015）の上
場企業の非製造業，中小企業の製造業とそれほど変わらなかった。図の一番内
側が上場企業の非製造業であり，中央が中小企業の非製造業，一番外側が中小
企業の製造業である（以下同じ）。
図表 39：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の予算編成方針の
比較
②予算の基本期間
予算の基本期間については，「１年」が 79.2%とほとんどで，「６か月」
13.9%，「３か月」のクウォーター予算は 3.5%に過ぎず，この度のデータでは，
拙稿（2014b;2015）の上場企業の非製造業，中小企業の製造業とそれほど変わ
らなかった。
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③予算の編成期間
予算の編成期間については，「１か月」が最も多く 44.3%，「２か月」27.1%，
「３か月」21.4%,「４か月」3.6%の順であり，中小企業の非製造業と中小企業
の製造業，上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったが，差
がみられなかった。
④予算編成への参加者
予算編成への参加者は多重回答で尋ねたところ，「部門長」と「社長」が同
じで（21.5%），「事業（本）部長」（17.2%），「全役員」（14.7%），「主要役員」（11.3%），
「課長・係長」（9.5%）などの順で，拙稿（2014b;2015）の上場企業の非製造業，
中小企業の製造業とそれほど変わらない傾向であった。
⑤予算管理の目的
次に予算管理の目的を先行研究（山田他，2003）を参考にして，７点リッカー
トスケール（「１　全くあてはまらない」から「７　非常にあてはまる」）で調
査した。次表に示すとおり，「所要の収益性の実現」（5.89）が最も重視され，
「部門の業績評価」（5.48）や「財務安全性の確保」（4.76）が続き，「所要の原
価引下げ」（4.23），「資源配分の有効性の達成」（3.57）の順であった。
図表 40：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の予算管理の目的
の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
所要の収益性の実現 101 6.00 0.92 133 5.89 1.00 90 5.71 1.18
財務安全性の確保 89 4.61 1.47 115 4.76 1.59 82 4.99 1.4
所用の原価引下げ 85 4.36 1.50 112 4.23 1.45 80 4.9 1.36
部門の業績評価 95 5.57 1.14 133 5.48 1.20 82 4.96 1.34
資源配分の有効性の達成 82 3.83 1.33 101 3.57 1.53 74 4.05 1.3
＜中小企業の非製造業と中小企業の製造業の比較＞
予算管理の目的について，中小企業の非製造業と中小企業の製造業で t検定
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を行った結果，「所要の原価引下げ」，「部門の業績評価」，「資源有効配分の達成」
に差がみられた。
図表 41：ｔ検定（中小企業（非）と中小企業（製）の予算管理の目的の比較）
t値 自由度 有意確率（両側） 平均値の差
所要の収益性の実現 1.248 221.0 0.214 0.184
財務安全性の確保 -1.056 195.0 0.292 -0.231
所用の原価引下げ -3.238 190.0 0.001 -0.668
部門の業績評価 2.936 213.0 0.004 0.518
資源配分の有効性の達成 -2.238 168.9 0.027 -0.480
非製造業と製造業では「所要の原価引下げ」の重視度に差がでるのは当然の
ことであろうが，この度の中小企業の非製造業では事業（本）部制組織が多い
ためか，予算管理の目的としての「部門の業績評価」の重視度が中小企業の製
造業よりは比較的大きかった。
＜上場企業の非製造業と中小企業の非製造業の比較＞
なお，予算管理の目的については，上場企業の非製造業と中小企業の非製造
業で t検定を行ったが，差がみられなかった。上場企業における非製造業と中
小企業における非製造業では，拙稿（2014a）の上場企業における製造業と拙
稿（2015）の中小企業における製造業でみられたような差はみられなかった。
それは１つには製造業におけるほど下請け・系列関係がないからかもしれない。
また，こうした予算管理の目的は，業種によって「所要の原価引下げ」の重
視度に差がみられた。「組織形態」（職能別組織と事業（本）部制）と予算管理
の目的については，Krasukal Wallisの検定を行ったところ，「財務安全性の
確保」に有意な差がみられた。
⑥予算の種類
各種予算のウエイトについて尋ねたところ，「損益予算」（5.95）や「販売予算」
（5.36），「資金予算」（4.32）などが大きく，それ以下は次表の順であった。
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図表 42：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の予算管理の種類
の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
損益予算 103 6.22 0.78 141 5.95 0.96 91 5.79 1.08
資金予算 76 4.55 1.51 100 4.32 1.65 66 4.68 1.58
資本予算 57 3.33 1.66 82 2.90 1.37 55 3.29 1.41
販売予算 77 5.82 1.18 105 5.36 1.58 71 5.45 1.44
製造予算 61 4.15 2.02 83 3.70 2.08 75 5.4 1.41
研究開発予算 62 3.56 1.90 76 2.57 1.56 75 4.25 1.48
＜中小企業の非製造業と中小企業の製造業の比較＞
予算の種類について，中小企業の非製造業と中小企業の製造業で t検定を
行った結果，やはり「製造予算」，「研究開発予算」には差がみられた。
図表 43：ｔ検定（中小企業（非），中小企業（製）の予算管理の種類の重視度比較）
t値 自由度 有意確率（両側） 平均値の差
損益予算 1.17 230.0 0.242 0.159
資金予算 -1.41 164.0 0.162 -0.362
資本予算 -1.61 135.0 0.110 -0.388
販売予算 -0.38 174.0 0.705 -0.089
製造予算 -6.07 145.4 0.000 -1.701
研究開発予算 -6.55 137.5 0.000 -1.680
「製造予算」や「研究開発予算」については非製造業では製造業ほどには製
造はもちろん行われていないし，それに伴う研究開発が少ないのかもしれない。
＜上場企業の非製造業と中小企業の非製造業の比較＞
予算の種類について，上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を
行った結果，「損益予算」，「販売予算」，「研究開発予算」に差がみられた。
図 44：ｔ検定（上場企業（非），中小企業（非）の予算管理の種類の重視度比較）
t値 自由度 有意確率（両側） 平均値の差
損益予算 -2.373 242.0 0.018 -0.273
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資金予算 -0.961 174.0 0.338 -0.233
資本予算 -1.672 137.0 0.097 -0.431
販売予算 -2.235 179.9 0.027 -0.456
製造予算 -1.298 142.0 0.197 -0.449
研究開発予算 -3.386 136.0 0.001 -0.999
中小企業では上場企業よりも予算管理に対する重要性の認識がそもそも低い
傾向があることは拙稿（2015）の中小企業の製造業にもみられたが，中小企業
の非製造業でも，予算管理で大きなウエイトを占める「損益予算」や「販売予
算」にそれがあらわれているのかもしれない。
また，こうした予算は，「業種」によって「販売予算」や「研究開発予算」
の重視度に差がみられた。なお，予算管理の「割合」に最も大きく関係してい
るのが「損益予算」（r=.506，p<.01）や「販売予算」（r=.404，p<.01）であった。
⑦部門予算
部門予算の作成手続については，「予算編成方針と部門予算原案とを調整」が
最も多く57.0%，「予算編成方針に従う」23.9%，「各部門で独自に作成」17.6%
の順で，拙稿（2014b;2015）の上場企業の非製造業，中小企業の製造業とそれ
ほど異ならない様子であった。図の一番内側が上場企業の非製造業であり，中
央が中小企業の非製造業，一番外側が中小企業の製造業である（以下同じ）。
図表 45：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の部門予算の作成
手続の比較
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部門予算の作成方法は，この度の調査では，「積上型」（4.91）の重視度が最
も高く，「折衷型」（4.71）と答えた企業がそれに続いた。
図表 46：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（製）の部門予算の作成
方法の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
割当型 45 5.27 1.16 85 4.62 1.40 49 4.86 1.34
積上型 57 5.14 1.29 100 4.91 1.47 61 5.07 1.36
折衷型 59 5.17 1.15 74 4.72 1.63 52 4.71 1.26
部門予算の作成方法について，中小企業の非製造業と中小企業の製造業で t
検定を行ったが，差がみられなかった。上場企業の非製造業と中小企業の非製
造業で t検定を行った結果は，「割当型」の予算編成の重視度に差がみられた。
⑧予算の点検・修正
当初予算の点検・修正は，「半期」が 39.3%で最も多く，続いて「四半期」
25.0%，「毎月」が 22.1%，「定期的」11.4%の順であり，拙稿（2014b;2015）
の上場企業の非製造業，中小企業の製造業とそれほど異ならない様子であった。
点検・修正の目的は，「差異の報告」（5.33）や「改善措置」（5.27），「部門
成果の評価」（5.18），「部門主管者の業績評価」（4.74）の順で重要視されていた。
なお，これらについて中小企業の非製造業と中小企業の製造業，上場企業の非
製造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったが，差がみられなかった。
⑨参加による動機づけ
参加による動機づけについては，中小企業の非製造業と中小企業の製造業，
上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったが，差がみられな
かった。
⑩予算の目的志向性
予算の目的志向性すなわち，前年度実績を前提に，新事業年度分を積み上げ
る形で編成されるか，経営戦略の達成に向けて戦略的見地から重点的に配分さ
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れるかについては，中小企業の非製造業と中小企業の製造業，上場企業の非製
造業と中小企業の非製造業で t検定を行ったが，差がみられなかった。
⑪予算管理の問題点
最後に予算管理の問題点を先行研究（崎他，2003）を参考にして，７点リッ
カートスケール（「１　全くあてはまらない」から「７　非常にあてはまる」）
で調査した。その結果，「環境変化予測の困難性」（4.83），「現状是認的傾向の
醸成」（4.50），「弾力性に対する認識不足」（4.27），「意義への認識欠如」（4.17），
部分最適化行動」（4.08），「予算編成に時間がかかりすぎる」（3.85），「予算スラッ
ク形成」（3.75）の順であった。
予算管理の問題点については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業で t
検定を行ったところ，「時間がかかりすぎる」にのみ差がみられた。上場企業
の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行った結果は，差がみられなかっ
た。
９．MPC
MPC（ミニ・プロフィトセンター）の採用，すなわち製造現場における小
集団利益マネジメントを実施する企業は，本調査ではわずか 16 社の 8.7%で
あった。MPCは，このように採用している企業そのものがそもそも低いが，
採用企業のなかでの割合は，「非常に多い」がなく，「かなり多い」40.0%，「や
や多い」33.3%であった。
以下，サンプル数が非常に少ないので，推測統計による解析は行えず，記述
統計についても省略する。
10．業績管理
業績管理は前々節でみたように 86.9％の企業で行われていた。業績管理の管
理会計実務に占める割合は，「非常に多い」9.4%，「かなり多い」28.9%，「や
や多い」28.2%で，やはり大きなウエイトで行われている。
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まず業績管理指標について，７点リッカートスケール（「１　全く重視して
いない」から「７　非常に重視している」）で調査した。その結果，次表に示
すとおり，「財務指標」（5.34），「顧客関連指標」（4.28），「業務関連プロセス指標」
（3.91）の順であった。
図表 47：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（非）の各種手法の重視
度の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
財務指標の重視度 88 5.27 1.10 154 5.34 1.22 96 5.41 1.17
顧客関連指標の重視度 79 4.48 1.30 138 4.28 1.46 84 4.46 1.35
業務プロセス関連指標の重視度 78 3.91 1.25 131 3.91 1.41 86 4.23 1.29
これら指標の重視度については，中小企業の非製造業と中小企業の製造業 , 
上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行った結果，差がみられ
なかった。
①業績管理の単位
業績管理がどのような単位で行われているか，業績管理の単位については，
複数回答可で尋ねたところ，「部門レベル」（33.6%），「全社レベル」と「事業（本）
部レベル」が共に（27.7%），「工場レベル」（2.1%）の順で ,製造業に比べて，
工場レベルは低いが部門レベルは高い。
図表 48：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（非）の業績管理の単位
の比較
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②財務指標
財務情報で業績管理に用いられている指標の重視度は，「売上総利益」（6.06），
「営業利益」（6.05），「売上高」（6.01），「経常利益」（5.64），「事業部利益」（5.27）
などの順で，売上や利益の実額の指標が高かったが，それ以下は次表のように
なった。
図表 49：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（非）の財務指標の重視
度の比較
上場企業（非） 中小企業（非） 中小企業（製）
N M SD N M SD N M SD
売上高 85 5.96 1.06 137 6.01 1.11 95 6.22 0.79
売上総利益 80 5.99 1.13 129 6.06 1.11 89 5.92 0.99
営業利益 82 6.23 0.92 133 6.05 1.09 91 6.01 0.88
経常利益 74 5.73 1.24 131 5.64 1.22 97 5.88 0.99
限界利益 57 4.35 1.70 110 4.65 1.67 87 5.36 1.33
事業部利益 66 5.17 1.45 115 5.27 1.49 78 4.47 1.7
本社費配賦後利益 68 4.88 1.76 107 4.82 1.78 69 4.12 1.61
売上高利益率 65 5.14 1.34 108 5.09 1.44 83 5.13 1.44
ROI 53 3.83 1.49 90 3.20 1.52 73 3.44 1.55
ROA 57 4.25 1.58 92 3.41 1.59 74 3.46 1.54
ROE 63 4.16 1.48 91 3.26 1.50 73 3.44 1.5
キャッシュフロー 69 4.80 1.51 106 4.58 1.63 84 5.17 1.51
残余利益 49 3.24 1.48 88 3.53 1.61 71 3.77 1.45
EVA 48 3.00 1.37 76 3.03 1.55 62 3.35 1.44
＜中小企業の非製造業と中小企業の製造業の比較＞
財務指標について，中小企業の非製造業と中小企業の製造業で t検定を行っ
た結果，「限界利益」，「事業部利益」，「本社費配賦後利益」，「キャッシュフロー」
259
－44 （　  ）－
の重視度に差がみられた。
図表 50：ｔ検定（中小企業（非），中小企業（製）の財務指標の重視度比較）
t値 自由度 有意確率（両側） 平均値の差
限界利益 -3.287 195 0.001 -0.702
事業部利益 3.434 191 0.001 0.795
本社費配賦後利益 2.666 174 0.008 0.706
売上高利益率 -0.190 189 0.849 -0.040
ROI -0.985 161 0.326 -0.238
ROA -0.190 164 0.850 -0.046
ROE -0.740 162 0.461 -0.175
キャッシュフロー -2.520 188 0.013 -0.582
この度の調査では，「限界利益」，「キャッシュ・フロー」などは製造業のほ
うでより重視されているようであった。
＜上場企業の非製造業と中小企業の非製造業の比較＞
また，上場企業の非製造業と中小企業の非製造業で t検定を行った結果，
「ROI」，「ROA」，「ROE」の重視度に差がみられた。
図表 51：ｔ検定（上場企業（非），中小企業（非）の財務指標の重視度比較）
t値 自由度 有意確率（両側） 平均値の差
売上高利益率 -0.208 171 0.835 -0.046
ROI -2.409 141 0.017 -0.630
ROA -3.110 147 0.002 -0.833
ROE -3.651 152 0.000 -0.895
キャッシュフロー -0.865 173 0.388 -0.212
上場企業のほうが中小企業よりも総合力を反映する指標をより重視している
ようであった。
これ以外に Krasukal Wallisの検定を行なったところ，「業種」によって「売
上総利益」や「経常利益」の重視度に差がでた。「組織形態」（職能別組織と事
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業（本）部制によって）との関係では，「限界利益」と「事業部利益」で差がでた。
次に非財務指標について，複数回答可で尋ねた結果を示す。
③非財務指標
a. 顧客関連指標
顧客関連指標については，多重回答可で尋ねたところ，「顧客満足度」
（35.1%），「顧客別収益性」（21.5%），「苦情件数」（15.7%），「市場占有率」（12.0%），
「リピート率」（9.9%）の順であり，「顧客別収益性」や「リピート率」の重視
度は非製造業は製造業よりも高く，とくにこの度の調査では，中小企業の非製
造業は「顧客満足度」の重視度が高かった。
図表 52：上場企業（非），中小企業（非），中小企業（非）の顧客関連指標の
重視度の比較
b. 従業員関連指標
従業員関連指標は，「従業員一人当たり売上高」（34.8%），「従業員数」（24.1%），
「従業員一人当たり人件費」（17.0%）などが高く，拙稿（2014b;2015）の上場
企業の非製造業，中小企業の製造業とおおむね同じ傾向であった。
④業績管理と金銭的報酬との関連性
続いて，業績管理と金銭的報酬との関連性について，７点リッカートスケー
ル（「１　全く関係がない」から「７　完全に連動している」）で調査した。そ
の結果，「事業部門長」（5.02），「ミドル・マネジャー」（4.61），「ロワー・マ
ネジャー」（4.31），「一般従業員」（4.11）の順に事業業績と金銭的報酬の関連
性が高かった。
 
261
－46 （　  ）－
11．BSC
BSCの導入は，前々節でもみたように導入企業は 17 社の 9.3%と非常に少
なかった。BSCは，採用している企業そのものがそもそも低く，採用企業の
なかでの割合も，「非常に多い」，「かなり多い」とした企業がなく，「やや多い」
37.5%，「どちらともいえない」12.5%というのが現状であった。
以下，サンプル数が少なかったので，推測統計については行うことができず，
記述統計についても省略する。
Ⅵ．お　わ　り　に　
以上，第Ⅱ節において，アンケート調査の概要と回答企業について述べ，第
Ⅲ節において，この度の回答企業における経営管理のコンテクストについての
調査結果を記載し，第Ⅳ節においては，わが国「中小企業の非製造業」の管理
会計実践として，「利益計画」，「意思決定のための管理会計」，「原価企画」，「原
価管理」，「実体管理」，「組織管理のための管理会計」，「予算管理」，「MPC」，
「業績管理」，「BSC」について，わが国「中小企業における非製造業」の管理
会計実践を上場企業における非製造業，中小企業における製造業の管理会計実
践と比較検討しながら考察した。
各管理会計手法やその利用状況は製造業と非製造業では異なるし，上場企業
と中小企業でも異なり，あるいは企業の「経営戦略」，「マーケティング」，「意
思決定」，「バリューチェーン」あるいは「組織形態」といったものによって影
響を受け，業種や企業規模によっても規定され，さらには他の手法との関係に
よっても可変的であることがわかった。
今後の課題としては，今後も調査を蓄積し，今後は業界・業種ごとの特徴を
明らかにしてゆきたい。
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